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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建設企業における事業継続計画

国土交通省 関東地方整備局
企画部防災課

平成2１年１2月
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関東地方整備局が果たすべき役割

－ 政府及び国土交通省の災害対応体制の構築
－ 情報共有体制の確立
－ 発災当初の活動体制
◎◎ 緊急輸送ルートの確保
－ 応急収容活動
－ 帰宅困難者対策のための応急活動
－ ライフライン施設の応急対策活動
○ 二次災害の防止活動
－ 自発的支援の受け入れ
○ 交通ネットワークの復旧

「首都直下地震応急対策活動要領」（中央防災会議）

HS00069
テキストボックス
資料４
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関東地整ＢＣＰの応急対策目標（抜粋）

道 路：首都中枢機能継続のための道路交通確保（１日以内）
緊急車両の道路通行機能確保（３日以内）

河 川：河川堤防、管理施設の緊急復旧（３日以内）

港 湾：緊急物資輸送に対応した岸壁（１日以内）

空 港：１時間以内の空港の被災状況確認し、順次運用開始
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関東地整ＢＣＰにおける課題
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建設業のＢＣＰに関するアンケート

【アンケート概要】
○実施時期
・平成２０年１０月

○実施のねらい
・建設会社のＢＣＰの取り組み状況の把握と昨年度アン
ケートからの推移状況

○アンケート対象
・関東地整管内の維持工事、各事務所の災害協定締結会社、
維持工事以外の工事を受注している会社の中から一部を
抽出

・配布数：６０３社
・回収数：３７３社（回収率６割）
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問：ＢＣＰを知っていますか
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問：ＢＣＰを策定していますか
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[アンケート]ＢＣＰの認知と策定
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建設会社の皆さんに、災害時のパートナーとして
最低限取り組んで頂きたいことをまとめた「事業継
続簡易ガイド」を、ＮＰＯ法人事業継続推進機構の
協力を得て作成。

「事業継続簡易ガイド」

「事業継続簡易ガイド」の構成

第１部．関東地方整備局業務継続計画（ＢＣＰ）の概要
（Ｐ１～）

第２部．建設会社としての重要事項（Ｐ４～）

第３部．最低限必要な取り組みの具体策（Ｐ９～）

第４部．自己診断チェックリスト（Ｐ２８～）
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最低現必要な取り組みの具体策

【ステップ１】皆様の会社が直面する災害リスクは何か
・自社で懸念している災害リスクの選定

【ステップ２】災害時の組織体制と指揮命令系統
・緊急時の対応体制（トップの代行者を含む）
・緊急連絡の通信手段

【ステップ３】災害時の対応拠点の確保
・対応拠点の選定

【ステップ４】情報発信・情報共有
・災害、事故発生後に連絡すべき相手方や連絡する趣旨
が整理されているか

・通信手段は確保されているか
【ステップ５】社員等の安否の確認

・災害、事故発生時の緊急連絡網が決まっているか
・発災後、従業員の安否確認の方法手順を定めているか
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最低現必要な取り組みの具体策

【ステップ６】社員の安全確保、二次災害の防止と備蓄
・避難、誘導方法が定められているか
・災害対応用に、備蓄食糧を３日分確保しているか

【ステップ７】重要な情報のバックアップ
・重要なデータ、文書のバックアップ状況を把握しているか
・バックアップした、データや文書を被害を受けない場所保
存しているか

【ステップ８】必要な人員と資機材の調達等
・発災直後に調達すべき人員、資機材の調達先、連絡す
る方法、連絡する趣旨が整理されているか

【ステップ９】建物の災害危険度の把握と多大な投資を要さない対策
・事業所建物の耐震性を、築年数から把握しているか

【ステップ10】簡易手法による重要業務の選定と目標時間
・重要業務は当該企業の業務から十分に選ばれているか
・「許容時間」の判断要因が十分に選ばれているか。
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■目的
関東地方整備局は災害時において、緊急輸送道路の早期確保や河川堤防、港湾施設

などの早期復旧に取り組む責任を担っており、その実施には建設会社の協力が必要不可
欠。
本認定は、建設会社が備えている基礎的事業継続力を関東地方整備局が評価し、適合し

た建設会社に対する認定等を行うことにより、建設会社における事業継続計画の策定を促
進し、もって関東地方整備局の災害対応業務の円滑な実施と地域防災力の向上を目的と
する。

■認定の概要
認定は評価要領に基づき適否を確認し、適合した建設会社に対し、関東地方整備局が

「災害時の基礎的な事業継続力を備えている建設会社」として、２年間の有効期限をもつ認２年間の有効期限をもつ認
定証を交付定証を交付します。また、認定証を交付した建設会社をホームページ上で公表。

建設会社における災害時の事業継続力の認定

■ＢＣＰのうち必要最低限の項目を対象
ＢＣＰの策定状況が芳しくない状況および策定のターゲットが主に中小規模の建設企業

であることから、簡易ガイドの１０ステップの内必要最低限の６項目を抽出し、それを基礎的
事業継続力と称し、より現実的な普及を目指す。
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■認定にあたっての評価内容
認定にあたっての評価は、ＢＣＰ策定有無ではなく、『『基礎的な事業継続力（＝ＢＣＰ策定の取組基礎的な事業継続力（＝ＢＣＰ策定の取組

姿勢）姿勢）』』を評価するを評価するものです。
内容は、多くの会社で定めている災害時の対応体制に加え、「災害が発生した場合体制が整うの
にどのくらい時間を要するのか」などの「目標時間」を把握していただき、体制が実効的なものかを
確認するもので、具体には以下の６項目の評価を行います。

評価認定の項目

・訓練計画又は実施
・改善計画及び実施

Ｆ訓練の実施

・自社で確保している資源の認識
・協力会社との緊急時の連絡先、連絡手段の相互認識

Ｅ人員と資機材の調達

・発災直後に連絡を取ることが重要な国、都県、市区町村との相互の連
絡先の認識

・災害時にも強い連絡手段の準備
Ｄ情報発信・情報共有

・対応拠点
・対応の発動基準

Ｃ対応拠点の確保

・災害時の対応体制
・災害対策指揮者の代理者及び代理順位
・安否確認方法

Ｂ災害時の対応体制

・受ける被害の想定
・重要業務の選定
・目標時間の把握

Ａ重要業務の選定と
目標時間の把握

確認ポイント確認項目

12

①申込書類の作成：申込会社
・「評価要領」に基づく書類の作成
・疑義は「受付相談窓口」に問い合わせ

②申込：申込会社
・「評価要領」に基づく書類を整え申込

③受付：受付相談窓口
・申込書類の受付け
・書類の遺漏確認

④評価の実施：認定委員会
・評価要領に基づき適否を評価
・記述内容の適否確認（書類評価）
・面接による記述内容の実効性確認（面接評価）

⑤認定証発行
・認定証の発行(有効期間：２年間)
・認定会社の公表（ホームページ上）

相談・回答

①申込書類の作成：申込会社
・「評価要領」に基づく書類の作成
・疑義は「受付相談窓口」に問い合わせ

②申込：申込会社
・「評価要領」に基づく書類を整え申込

③受付：受付相談窓口
・申込書類の受付け
・書類の遺漏確認

④評価の実施：認定委員会
・評価要領に基づき適否を評価
・記述内容の適否確認（書類評価）
・面接による記述内容の実効性確認（面接評価）

⑤認定証発行
・認定証の発行(有効期間：２年間)
・認定会社の公表（ホームページ上）

相談・回答

評価認定の流れ
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■スケジュール
・平成２１年６月１日より認定の申込み受付を開始。
・認定証の交付は４半期毎（６，９，１２，３月）に実施。
・なお、１回目については、７月末までの申込みに対し評価を実施予定。

■総合評価における加点
建設会社への普及状況を見ながら、総合評価方式の入札契約の加点要

素とすることを公表し、更なる普及を図る。

スケジュールと現状

■第１回目の評価、認定の状況
・第１回目の応募は３３社。
・約半数が中小規模の企業。
・この内３１社に対して認定証を交付。
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四国地方整備局が取組みを開始
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「総合評価方式」は、価格だけで評価していた従来の落札方式と違い、品質
を高めるための新しい技術やノウハウといった価格以外の要素を含めて評
価する、新しい落札方式です。

入札価格が予定価格の制限の範囲内にあるもののうち、価格と品質を数値
化した「評価値」の最も高いものを落札者とすることにより、予定価格の範
囲内で価格と品質が総合的に優れた施工業者を選定するというものです。
新しい施工方法や工夫をすることなどの技術提案、同種工事の施工経験や
工事実績等が評価の対象となります。

Ｂｅｆｏｒ Ａｆｔｅｒ

価格 品質価格

総合評価方式の概念
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トータルコストを削減

工事中の渋滞緩和

住環境の保全

利用者の満足度向上

確実な施工 など

価格

品質

安全性

環境

性能

価格

省資源

ライフサイク
ルコスト

仕様を規定し、「価格」に

よる自動落札

標準的な技術に基づく、

「価格」競争

①公共工事自体の品質向
上

②事前に課題を把握し、周
辺住民等への迷惑を減少

③建設業者の育成・技術力
の向上

＜総合評価のメリット＞

「従来方式」 「総合評価方式」

総合評価方式は、価格だけで評価していた従来の落札方式と違い、品質を高めるため
の新しい技術やノウハウといった価格以外の要素を含めて評価する落札方法です。

※「品質」とは工事目的物の品質はもとより、工事中の効率性、安全性、環境への配慮
等の工事実段階における特性、つまり工事そのものの質も含まれています。

総合評価方式とは
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工期、機能、安全性などの価格以外の要素と価格とを総合的
に評価して落札者を決定する方式

工期、機能、安全性などの価格以外の要素と価格とを総合的
に評価して落札者を決定する方式

予め、入札公告等において、
技術提案を求める内容
技術提案の評価の方法

を公表

提出された技術提案を公
表された評価方法に従って
審査し、技術提案毎に技術
点を決定

技術提案
の提出

【想定される総合評価の評価項目】
総合的なコストの削減につながる工事 維持管理費・更新費、補償費 など

工事目的物の性能・機能の向上が実現できる工事 初期性能の持続性、耐久性・安定性の向上 など

社会的要請に対応した工事 環境の維持（騒音・振動・水質汚濁など）、交通の確
保、安全対策、リサイクル など

評価値＝
技術評価点

入札価格

提案内容によ
り、標準点に
加算点を付与。
技術提案が適
切でない場合
は、標準点を
与えない。

評価値が最も高い者が落札
者（予定価格の範囲内）

価格

技
術
評
価
点

予定
価格評価値

落札者

標準点
(100点)

130点（110～150点）

加算点

総合評価方式の概要

※ 現在、国の工事では除算方式を適用。一部の工事で、加算方式を試行中




